
公調委平成２６年（ゲ）第５号 南城市における道路工事からの騒音・振動による

財産被害原因裁定申請事件

裁 定

（当事者省略）

主 文

申請人の本件裁定申請を棄却する。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求める裁定

１ 申請人

申請人の養鶏場で発生した鶏の健康被害（死亡，うつ状態），異常行動（イ

ライラ，かゆみ，過食，パニック，逃避，産卵減少）は，被申請人らの工事現

場から発せられた騒音・振動によるものである，との裁定を求める。

２ 被申請人ら

主文同旨

第２ 事案の概要

本件は，養鶏業を営む申請人が，申請人の所有する養鶏場に隣接する国道工事

の発注者である被申請人国及びその施工業者である被申請人株式会社ａ（以下

「被申請人ａ」という。）に対し，申請人の飼育している鶏に発生した健康被害

（死亡，うつ状態）や異常行動（イライラ，かゆみ，過食，パニック，逃避，産

卵減少）の原因が上記工事の騒音及び振動によるものであると主張して，その旨

の原因裁定を求める事案である。

１ 前提事実（当事者間に争いがない事実，文中掲記の証拠及び審問の全趣旨に

より容易に認められる事実） 

⑴	 申請人は，昭和６１年ころから，別紙図面記載の「養鶏場」（以下「本件

養鶏場」という。）において，養鶏業を営み始め，平成１８年ころに養鶏業
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を一旦休業したが，平成２５年１２月１０日ころから鶏の雛を飼い始めた。

本件養鶏場は，１０００羽ほど飼育することが可能である。本件養鶏場に

は柵などが設けられていないため，鶏が鶏舎外だけでなく，本件養鶏場の敷

地外にも自由に出ることができ，鶏が放し飼いになっている。（甲４の１・

２，乙３，丙１２） 

⑵	 被申請人国は，平成２５年９月４日，被申請人ａに対し，平成２５年度ｂ

地区改良（その２）工事（以下「本件工事」という。）を発注した。本件工

事の施工範囲は，別紙図面黄色部分を含んでおり，本件養鶏場と本件工事現

場との最短距離は十数ｍである。

本件工事の内容は，道路土工，地盤改良工，法面工，舗装工，石・ブロッ

ク積工，カルバート工，排水構造物工などである。（丙６） 

⑶	 被申請人ａは，平成２６年３月１７日から重機等を使用した作業を開始し，

平成２７年３月末ころに本件工事を完成した。 

⑷	 本件養鶏場所在地は，騒音規制法３条及び振動規制法３条における地域指

定がなされていないため，騒音規制法及び振動規制法の規制基準の適用がな

い。

なお，特定建設作業については，特定建設作業の場所の敷地境界線におい

て，騒音が８５㏈，振動が７５㏈を超える大きさではないこととされている

（特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準，振動規制法施行

規則１１条，別表第１第１号参照）。

２ 当事者の主張

【申請人の主張】

⑴ア	 被申請人ａは，平成２６年３月１７日から連日，午前８時頃から午後６

時頃までの間に，重機（バックホー０．７㎥級）等により掘削したり，岩

を破砕したりして，騒音や振動を発する作業を行った。本件養鶏場から十

数ｍしか離れていない場所で重機がフル稼働して岩を破砕する行為は，人
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間でも不快感を感じる騒音や振動で，低レベルの騒音ではなかった。

同日に騒音や振動が発生すると，鶏たちがパニックを起こして暴れ回り，

その日以降，騒音や振動の発生が続き，鶏はパニックを起こして暴れ回っ

たり，おびえたりする様子が続いた。

イ その後，鶏は，騒音や振動の発生に連動するように，徐々に元気がなく

なり，立った状態や伏せた状態で動かなくなり，うつ状態に陥ったり，異

常なほどのかゆみを発したり，申請人が本件養鶏場に入るとイライラして

いる様子で突いてきたり，異常なほど餌を食したりと異常な行動を示すよ

うになり，平成２６年３月２７日には，重症の鶏が死亡する事態になった。

ウ 本件養鶏場では，ゴトウ種の雛を平成２５年１２月１０日，平成２６年

４月１０日及び同年８月１２日に購入しており，同年３月から同年４月ま

での間，異常な状態に陥った鶏は，当時飼育していた１２０羽中の大多数

で，うち８羽が死亡した。また，同年６月から同年９月までの間，異常な

状態を示した鶏は，当時飼育していた放し飼いの成鶏１１２羽，平飼いの

大雛２８羽，育養箱の中の幼雛１７０羽のうち大多数で，うち成鶏２羽，

大雛１羽，幼雛３羽が死亡した。

エ 平成２６年９月８日には大型重機を積んだトラックが仮設橋を下る際，

大きなブレーキ音を発し，成鶏とともに，育養箱の中の幼雛がパニックを

起こして暴れ回り，幼雛が団子状態となり，圧死による大量死を起こす寸

前であった。

オ このように，鶏が死亡する経過については，騒音及び振動により鶏がパ

ニックを起こし，暴れ回るなどして圧死すること，騒音により鶏が身体的

障害を発し，うつ状態などの様々な症状を引き起こし，重症化して死亡す

ることが考えられる。 

⑵	 ゴトウ種の平均的な産卵率は９０％以上であるところ，原因裁定申請時に

おける本件養鶏場の産卵率は６０％から７０％であり，騒音及び振動による
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影響により産卵率が低下している。 

⑶	 本件養鶏場から，重機による騒音や振動を発生させている現場までの距離

は十数ｍしか離れておらず，騒音及び振動の発生と鶏の異常な行動は連動し

ており，他に考えられる要因はない。

死亡した鶏については，沖縄県中央家畜保健衛生所から，鳥インフルエン

ザによる死亡ではないと確認している。 

⑷ 以上のとおり，本件工事による騒音及び振動と本件養鶏場における鶏の健

康被害との間に因果関係があることは明らかである。

【被申請人ａの主張】 

⑴ 申請人の主張⑴アは否認する。

被申請人ａは，騒音測定を行っており，本件工事の騒音だけでなく，本件

養鶏場の鶏，自動車や航空機など全ての音を測定していたが，騒音レベルは

特定建設作業の騒音の規制基準である８５㏈以下であった。そのため，被申

請人国は，工事を中断するとの判断をしておらず，被申請人ａもその判断に

従っていた。実際のところ，鶏が騒音により死亡したと申請人が主張してい

る時期における被申請人ａの作業場所は，本件養鶏場から４０から５０ｍ離

れていた。

被申請人ａは，平成２６年３月１７日から掘削や残土処理，磁気探査等の

作業を行っているが，最大音の音源は航空機であり，作業中の重機の騒音レ

ベルは７３㏈以下であった。 

⑵	 申請人の主張⑴イのうち，平成２６年３月２７日に申請人から鶏が３羽死

亡したとの説明があったことは認めるが，その余は否認する。申請人の主張

⑴ウ，エ，オ，⑵は否認する。

本件工事では，防音シートや防音板を設置し，低騒音や低振動型建設機械

での施工を行っており，十分な騒音対策を実施していた。そのため，騒音レ

ベルは特定建設作業の規制基準である８５㏈を超えることはなく，工事方法
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や工事内容に問題はない。 

⑶ 申請人の主張⑶は争う。 

⑷	 鶏の死亡の原因は様々であり，病気や獣害だけでなく，競争やつつき等の

ストレスで死亡することもある。死亡した鶏についての病理検査なども行わ

れておらず，これらの死亡原因の可能性を排除しないまま，近隣で工事が行

われていたことをもって工事音を原因として死亡したとするのは余りに短絡

的である。

【被申請人国の主張】 

⑴ 申請人の主張⑴ア，イ，ウ，オは否認する。申請人の主張⑴エ，⑵は不知。

申請人の主張⑶のうち，本件養鶏場から，重機により騒音や振動を発生さ

せている現場までの距離が最短で十数ｍ程度であることは認めるが，その余

は否認する。もっとも，鶏が死亡したと申請人が主張する際の工事は，本件

養鶏場からもっと離れていた。また，本件工事の騒音及び振動は，本件養鶏

場の鶏の健康被害を招くようなものではなかった。 

⑵	 申請人の主張する被害のうち，平成２６年３月２７日に本件養鶏場の鶏が

死亡したことについては確認されているものの，その他の健康被害や異常行

動については立証がなされていない。 

⑶	 被申請人らは，本件養鶏場への騒音及び振動を軽減するため，騒音規制法

及び振動規制法の特定建設作業の規制値を超えないように本件工事を行って

いた。そのほか，防音パネルや防音シートの設置，低騒音・低振動型建設機

械の使用，本件養鶏場の南西に騒音計，振動計を設置して，その数値をデジ

タル表示板で確認しながら本件工事を施工するなど本件養鶏場への騒音及び

振動を極力抑制するための対策を行っていた。

よって，本件工事の騒音及び振動が鶏の健康被害や異常行動を引き起こす

ようなものでなかったことは明らかである。

第３ 当裁定委員会の判断
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１	 認定事実

前提事実，文中掲記の証拠及び審問の全趣旨によれば，以下の事実が認めら

れる。 

⑴	 被申請人国は，一般国道３３１号南城市ｃ地区の防災対策及び線形改良を

行い，観光支援，防災，交通安全を確保すること等を目的とした道路事業

（以下「本件事業」という。）を行っている。本件工事は，その一環として

実施された。（丙１９の２）

⑵ア	 被申請人国は，本件事業の一環として，本件養鶏場西側において，道路

を新設する工事を実施する予定であったところ，平成１４年８月２０日，

当時本件養鶏場を営んでいた申請人から，この工事の騒音及び振動による

本件養鶏場への影響について調査を求められ，これを実施した（丙７）。

イ	 平成１５年１１月作成の同調査に関する報告書（甲５の２）には，①申

請人の申告によれば，本件養鶏場には，ゴトウ種が１３２０羽（雄１２０

羽，雌１２００羽）飼育されており，その産卵数が夏季には１日当たり３

３０から３５０個（産卵率約２９％），春の涼季には１日当たり約５００

個（産卵率約４０％）であること，②申請人の申告によれば，烏骨鶏が雄

雌合計７０羽飼育されており，１日当たりの産卵数が約９．７２個である

こと，③工事開始前７日間及び工事開始後４日間の産卵状況は，平均産卵

数が３６５個であり，工事開始後にゴトウ種の産卵数が３７２個から２７

１個に下がったが，翌日には３７３個，翌々日には３７１個となっていた

こと，④工事開始後の産卵数の落ち込みは自然状態でも起こり得ること，

⑤工事開始後の同年９月２２日，本件養鶏場敷地境界付近等において，騒

音レベル及び振動レベルを測定するとともに，本件養鶏場内の鶏の様子を

ビデオ撮影したが，騒音レベル及び振動レベルは特定建設作業の規制基準

を超えておらず，工事中の鶏の様子も，突発的な音や振動に首を高く上げ

たり，一時，警戒の様子を見せたりしていたが，しばらくすると平時の様

- 6 -



子に戻り，驚がく，飛び跳ね，大きな鳴き声を伴う集団的逃避行動等，一

見して異常と思われる反応は示さなかったことなどが記載されている（以

下，この調査結果を「平成１５年調査結果」という。）。 

⑶ 申請人は，平成１８年ころ，養鶏業を休業した。 

⑷	 被申請人ａは，本件工事を受注後，平成２５年１２月から本件工事に着工

する予定であったが，申請人が同月１０日ころに養鶏業を再開し，雛を１０

０羽程度入れたと聞いたことから，平成２６年１月ころから防音パネルや防

音シートを設置したり，本件養鶏場敷地境界付近に騒音計及び振動計を設置

した上，その計測結果をデジタル表示板で確認することができるようにした

りするなどの防音対策を実施し，同年３月１７日から掘削・残土処理を開始

した。

申請人作成の残存羽数集計表（甲８）には，申請人が，平成２５年１２月

１０日，ゴトウ種の雄雛１３羽，雌雛１０７羽を購入し，飼い始めたとの記

載がある。（乙１，２，丙２，７） 

⑸	 被申請人らは，平成２６年３月２７日，申請人から，本件養鶏場の鶏が３

羽死亡した旨を聞いた。沖縄県中央家畜保健衛生所が鶏の死亡原因を調査し

たところ，インフルエンザや感染症によるものではなかった。（丙７） 

⑹	 申請人作成の残存羽数集計表（甲８）には，申請人が，平成２６年４月１

０日，ゴトウ種の雄雛１２羽，雌雛１０８羽を，同年８月１２日，雄雛１４

羽，雌雛１５６羽を購入し，飼い始めたとの記載がある。 

⑺ 申請人は，平成２６年７月，沖縄県公害審査会に対し，被申請人らを相手

方とする調停を申請したが，同調停は，同年１０月，不成立に終わった。

申請人は，同年１１月７日，本件裁定申請をした。 

⑻ 被申請人ａは，平成２７年３月末ころ，本件工事を完成した。

２ 本件工事の騒音及び振動の程度 

⑴ 証拠（丙１０の１ないし６，１５の１ないし６）によれば，被申請人ａが，
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作業時間中，本件養鶏場敷地境界付近において，暗騒音及び暗振動（本件工

事以外の騒音及び振動）を除外しないで騒音レベル及び振動レベルを測定し

ていたことが認められ，平成２６年３月１７日から同年９月３０日までの間

の主な作業内容及び測定結果は以下のとおりであると認められる。

なお， LAmax（最大騒音レベル）の最大値については，平成２６年４月２５

日以降はボイスレコーダーにより音源を確認しており，それ以前は被申請人

ａの職員が飛行機等の通過音，鶏の鳴き声等の時間をメモするなどして音源

を特定していた。

ア 被申請人ａは，平成２６年３月１７日から同月３１日までの間，道路土

工（掘削，残土処理）などを実施した。

（ｱ） 平成２６年３月１７日から同月２２日までの間の LA5（５％時間率騒

音レベル）は５１．９㏈から６２．８㏈， LAmax の最大値は８１．４㏈

であったが，それは飛行機やヘリコプターの通過音によるものであり，

本件工事による LAmaxの最大値は，７３．０㏈であった。

また， LV10（１０％時間率振動レベル）は３３．４㏈から３８．０㏈

であり， LVmax（最大振動レベル）の最大値は６２．６㏈であった。

（ｲ） 平成２６年３月２４日から同月２９日までの間及び同月３１日の LA5

は５４．５㏈から５８．０㏈，本件工事による LAmax の最大値は７８．

０㏈であった。

また， LV10 は３３．１㏈から３７．５㏈であり， LVmax の最大値は６０．

７㏈であった。

イ 被申請人ａは，平成２６年４月２日から同月３０日までの間，道路土工

（法面整形），法面工（法枠組立，吹付）などを実施した。

（ｱ） 平成２６年４月２日から同月５日までの間の LA5 は５７．７㏈から７

０．２㏈，本件工事による LAmaxの最大値は８０．３㏈であった。

また， LV10 は３４．６㏈から３８．８㏈であり， LVmax の最大値は６２．
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３㏈であった。

（ｲ） 平成２６年４月７日から同月１１日までの間の LA5 は５３．６㏈から

６２．９㏈，各測定日における LAmax の最大値は８１．４㏈から８２．

９㏈であり，それらはすべて鶏の鳴き声であった。

また， LV10 は２６．８㏈から３８．５㏈であり， LVmax の最大値は５９．

９㏈であった。

（ｳ） 平成２６年４月１４日から同月１９日までの間の LA5 は５７．０㏈か

ら６２．９㏈， LAmax の最大値は８２．６㏈であったが，それは飛行機

の通過音によるものであり，本件工事による LAmax の最大値は８０．７

㏈であった。

また， LV10 は２６．９㏈から３５．３㏈であり， LVmax の最大値は５２．

２㏈であった。

（ｴ） 平成２６年４月２１日から同月２３日までの間及び同月２５日から同

月３０日までの間の LA5 は５３．２㏈から６７．４㏈， LAmax の最大値は

８３．５㏈であったが，それは鶏の鳴き声であり，本件工事による 

LAmaxの最大値は７９．２㏈であった。

また， LV10 は２５．９㏈から２９．３㏈であり， LVmax の最大値は５４．

５㏈であった。

ウ 被申請人は，平成２６年６月２日から同年９月３０日までの間，道路土

工（掘削，岩掘削），法面工（削孔，鉄筋挿入工）などを実施した。

（ｱ） 上記期間の LA5 は６１．８㏈から７４．１㏈，各測定日における LAmax

の最大値は８０．４㏈から１１０．９㏈であったが，それらは鶏やせみ

の鳴き声，騒音計を設置した箱をたたくような音であって，工事騒音に

よるものではなかった。本件養鶏場は鶏が放し飼いになっているため，

鶏が騒音計付近で鳴くと， LAmaxが９０㏈を超えることが多かった。

（ｲ） 上記期間の LV10 は２５．２㏈から５０．５㏈であり， LVmax の最大値
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は４１．９㏈から６７．８㏈であった。 

⑵	 上記⑴の測定結果によれば，本件工事の騒音レベル及び振動レベルは，暗

騒音及び暗振動を除外していないものの， LA5 及び LV10は特定建設作業の規

制基準を超えていなかった。 

LAmax をみても，本件工事の騒音による LAmax の最大値は明らかになってい

るもので８０．７㏈である一方，鶏の鳴き声の LAmax は９０㏈から１００㏈

を超えることがあり，本件工事の騒音の LAmax より高いといえる。また， 

LVmax をみても，本件工事の振動による LVmax の最大値は６７．８㏈であり，

本件養鶏場に伝搬する振動の大きさは，測定場所と本件養鶏場との距離に応

じて減衰することを考慮すれば，これを下回ることは確実である。

そうすると，本件工事の騒音及び振動の程度からみて，本件工事の騒音及

び振動が鶏への影響を与えるほどのものであったと認めるのは困難であり，

他にこれを認めるに足りる的確な証拠はない。

３ 本件工事の騒音及び振動と鶏の死亡との間の因果関係の有無 

⑴	 申請人は，本件工事の騒音及び振動により本件養鶏場の鶏が死亡したと主

張する。

確かに，前記１⑸記載のとおり，本件工事が開始されて１０日後に本件養

鶏場の鶏が３羽死亡しており，その死亡原因はインフルエンザや感染症によ

るものではなかった。また，証拠（甲３の２）によれば，平成２６年３月２

７日にさらに雌１羽が，同月２９日に雌１羽が，同年４月４日に雄１羽及び

雌１羽が，同月１１日に雌１羽が，同年６月５日に雌１羽が，同年７月１２

日に雌１羽が，同年８月１９日に雄雛１羽及び雌雛２羽が，同月２９日に雌

雛１羽が，同年１０月２４日に雌雛１羽がそれぞれ死亡したことが一応認め

られる。

しかし，同年３月２７日に死亡した鶏３羽については，本件工事中に鶏が

死亡し，その死亡原因がインフルエンザや感染症ではないからといって，直
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ちに本件工事による騒音・振動と鶏の死亡との間の因果関係が認められるわ

けではない。すわなち，証拠（乙４）によれば，平飼いでは，競争やつつき

等のストレスにより鶏が消耗することも死亡率を高める要因と指摘されてい

ることが認められるから，放し飼いである本件養鶏場においても同様にこれ

による死亡の可能性は否定できない。さらに，上記３羽以外については，競

争やつつき等のストレスによる消耗だけでなく，コクシジウム等の感染症に

よる死亡の可能性が否定できない。

本件工事による騒音及び振動と本件養鶏場の鶏の死亡との間の因果関係の

有無の判断には，本件工事開始前後において死亡率を比較できる証拠や死亡

した鶏の解剖所見が重要な資料となるところ，これらは提出されていない。

本件工事の騒音及び振動の程度（前記２）にも照らすと，本件工事の騒音

及び振動と本件養鶏場の鶏の死亡との間に因果関係を認めるのは困難であり，

他にこれを認めるに足りる証拠はない。

⑵ア	 申請人は，本件工事の騒音及び振動によって鶏がパニックを起こし，集

団で逃避する際などに圧死する旨を主張し，昼夜を問わずに発破を行った

結果，その大音響により養鶏場の鶏などが大量に死亡した旨の新聞記事

（甲１０）を提出する。

しかし，本件工事による騒音レベルは前記２のとおりであって，発破に

よる騒音の影響を本件工事の騒音による影響と同一視することはできない。

また，本件工事の騒音及び振動が特定建設作業の規制基準を超えていたこ

とを認めるに足りる証拠はない上，どの程度の騒音レベルや振動レベルで

鶏がパニックを起こすのかについても的確な証拠はない。申請人が異常行

動が分かりやすいと指摘するＤＶＤ（甲２の№４，６，１０，１１，２０，

２３，２４，２５，２７）を見ても，本件工事による騒音が録音されてい

る部分において，本件養鶏場の鶏がこれに反応して行動している様子はう

かがわれず，前記１⑵イ記載の平成１５年調査結果と同様に，驚がく，飛
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び跳ね，大きな鳴き声を伴う集団的逃避行動等があったとは認められなか

った。

衝撃音により鶏が死亡することは一般論として否定はできないが，本件

工事の騒音の程度にも照らすと，本件養鶏場の鶏が申請人の主張する経過

で死亡したと認めるに足りる証拠はなく，申請人の主張は採用できない。

イ 申請人は，騒音により鶏がうつ状態などの様々な症状を引き起こし，重

症化して死亡するなどと主張する。

しかし，上記アのＤＶＤで異常行動があるとされた鶏と上記⑴で死亡し

た鶏が同一であることが具体的に示されているわけではないから，その主

張は採用できない。

ウ さらに，申請人は，平成２７年５月３１日付け「求釈明事項に関する答

弁書」において，鶏の特徴として聴覚が２０Hz以下の低周波音に関して優

れており，２０Hz以下の低周波音によって鶏に悪影響があるなどと主張す

る。

しかし，鶏の聴覚や低周波音による影響については的確な証拠がない上，

重機から低周波音が発生するとしても，本件工事中の低周波音の測定結果

も提出されておらず，２０Hz以下の超低周波音圧レベルが明らかではない

のであるから，低周波音による影響を判断することはできない。 

⑶ 以上によれば，本件工事による騒音及び振動と本件養鶏場の鶏の死亡との

間に因果関係は認められない。

４ 産卵率の低下について 

⑴	 申請人は，本件工事の騒音及び振動により本件養鶏場の鶏の産卵率が低下

した旨を主張し，これに沿う採卵状況表（甲１１）を提出する。

上記採卵状況表は，申請人が産卵数，鶏の羽数及び産卵数を鶏の羽数で除

して求めた産卵率を記載したもので，本件養鶏場における産卵率が平成２６

年８月１５日から平成２７年５月２１日までの間でおおむね４０％から７０
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％である旨が記載されているものである。

しかし，本件養鶏場の産卵数や鶏の羽数を裏付ける客観的な証拠はなく，

他に本件養鶏場の産卵率を示す的確な証拠はない。そもそも，本件養鶏場の

鶏が産卵し始めるのは，養鶏業再開時である平成２５年１２月に購入した雛

であっても，本件工事開始後の平成２６年４月ころ以降であると考えられる

から，本件工事開始前と本件工事開始後における産卵率を比較することがで

きない。さらに，証拠（乙３）によれば，本件養鶏場の鶏は本件養鶏場敷地

外においても産卵していることが認められる上，前記１⑵イ記載のとおり，

平成１５年調査結果においても，本件養鶏場における産卵率は必ずしも高い

とはいえない。

仮に本件養鶏場における産卵率が上記採卵状況表のとおりであったとして

も，申請人提出の証拠（甲１０）によれば，騒音及び振動などのストレスに

よる刺激に対する鶏の反応は一般的には一時的であり，その影響は慣れによ

り小さくなる旨が記載されているところ，これは平成１５年調査結果とも符

合するとみることもできる。そうすると，本件工事の騒音及び振動によって

産卵率が低下し続けることは考えにくく，むしろ，上記採卵状況表記載の産

卵率が本件養鶏場の通常の産卵率とみることができる。

以上によれば，本件養鶏場の産卵率が低下したという被害を認めることは

できない。 

⑵	 申請人は，うつ状態やイライラ，かゆみなどの異常行動は産卵率の低下の

前兆であって，これらが本件工事の騒音及び振動の影響であると主張する。

しかし，産卵率の低下という被害が認められないことは既に説示したとお

りであるから，その前兆としてのうつ状態や異常行動があると認めることは

困難である（なお，鶏のうつ状態や異常行動が直ちに申請人の財産被害に結

びつくものではなく，産卵率に悪影響を与える，あるいは死亡との因果関係

の一経過といった限度で財産被害と結びつく可能性があるにすぎないもので
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あり，それをもって原因関係を論ずべき公害に係る被害（公害紛争処理法４

２条の２７第１項）ということはできない。）。

申請人は，ＤＶＤ（甲２）や写真（甲３の１）によって鶏のうつ状態や異

常行動を指摘するが，これらの証拠から鶏のうつ状態や異常行動の存在を判

断することもできない。

第４ 結論

以上によれば，本件工事の騒音・振動と鶏の死亡との間の因果関係，産卵率の

低下といった被害が認められず，申請人の他の主張も採用できない。

よって，本件裁定申請は理由がないから棄却することとし，主文のとおり裁定

する。

平成２８年３月２９日

公害等調整委員会裁定委員会

裁定委員長 柴 山 秀 雄

裁定委員 髙 橋 滋

裁定委員 玉 生 茂 子

（別紙省略）
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